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末政芳信教授略歴・著作目録
〔略歴〕
兵庫県赤穂郡上郡町の商家に生まれる。
兵庫県赤穂郡上郡町の上郡尋常小学校卒業
大日本武徳会兵庫支部より剣道3等 (3段）の免許を授与される。
兵庫県立姫路商業学校（旧制）卒業
関西大学専門部（第一部）商科（旧制）卒業
第1回公認会計士第 2次試験合格（証書第57号）
会計士補登録（第35号） （～1954年 2月まで）
関西大学商学部（第一部）商学科卒業（戦後第一期生）
松村公認会計士事務所に入り，実務補習及び業務補助を受ける
(-1952年12月まで）
第1回税理士試験税法二科目（法人税法及ぴ事業税）試験合格（証
書第631号）
関西大学大学院経済学研究科修士課程修了（第一期生）
関西大学商学部助手 (-1957年3月まで）
税理士試験全科目試験免除（証書第44号）を受ける。
公認会計士第3次試験合格（証書第28号）
公認会計士登録（第851号） （～1966年12月まで）
税理士登録（第07934号） （～1983年10月（税理士法改正適用期限）
まで）
関西大学商学部専任講師 (1960年 3月まで）
関西大学経済・政治研究所研究員 (-1962年3月まで併任）
関西大学体育会アメリカン・フットポール部部長（顧問） （～現在に
至る）
関西大学商学部助教授 (-1968年 3月まで）
184 (424) 
1964年4月
1965年5月
1968年 4月
1970年 4月
1971年9月
1975年2月
1976年 8月
1976年10月
1978年10月
1979年 4月
1980年7月
1983年 3月
1983年11月
1984年10月
1986年 4月
1986年10月
1988年10月
1994年 6月
1995年 5月
関西大学工学部兼担講師（原価管理論） （1964年度， 1966年度， 1967
年度， 1969年度， 1971年度）
関西大学在外研究員として米国スタンフォード大学に留学 (-1966
年3月まで）
関西大学商学部教授（～現在に至る）
関西大学商学部長代行代理 (-1970年9月まで）
公認会計士登録（第4644号） （～現在に至る）
関西大学大学院博士課程（前期・後期）の原価計算論演習担当の＠
教授に認定される。
欧米連結会計実務調査団の一員として．英．西独，仏，米の SEC等
17カ所調査訪問（約3週間）
関西大学商学部長 (-1977年9月まで）
関西大学大学院委員会委員 (-1981年 3月まで）
関西大学大学協議会協議員 (-1984年 5月まで）
著書『利益図表の展開』に． H本公認会計士協会より昭和55年第 8
回協会学術賞を授与される。
関西大学より商学博士の学位を授与される。
関西大学国内研修員の期間中，米国，英国等へ調査研究のため出張
（約2カ月）
関西大学大学院大学院部長 (-1985年 9月まで）
関西大学在外研修員としてハワイ大学，カリフォルニア大学（パー
クレー校）等で調査研究（約 5カ月）
関西大学情報処理センター委員 (-1990年3月まで）
学校法人関西大学評議員 (-1992年 9月まで）
著書『IBM社のセグメント財務情報』に， H本会計研究学会より平
成6年度学会太田賞を授与される。
関西大学重点領域研究助成委員会委員 (-1996年 9月まで）
【所属学会等】 (1997年9月30H現在）
(425) 185 
日本会計研究学会（評議員・理事）
日本原価計算研究学会（理事）
H本経営分析学会（常任理事）
国際会計研究学会（理事）
日本監査研究学会
管理会計学会
A.A.A.（アメリカ会計学会）
大阪簿記会計学協会（副理事長）
【他大学への出講】
1969年 4月 甲南大学経営学部（管理会計論） （～1971年3月まで）
1973年 4月 和歌山大学経済学部（管理会計論） （～1974年 3月まで）
1978年10月 名古屋大学経済学部（管理会計論） （～1979年 3月まで）
1992年 4月 奈良県立商科大学（経営分析論及ぴ原価計算論）（～1994年 3月まで）
【学会報告等の主な研究活動】
1959年 5月 日本会計研究学会第18回全国大会（関西大学）で自由論題報告
1966年11月 日本会計研究学会第16回関西部会（関西大学）で自由論題報告
1973年10月 日本会計研究学会第23回関西部会（相歌山大学）で統一論題報告
1975年11月
1981年5月
1993年 5月
1980年 5月
1984年 5月
1997年 3月
日本会計研究学会第25回関西部会（神戸大学）で自由論題報告
日本会計研究学会第40回全国大会（神戸大学）で統一論題報告
日本会計研究学会第43回関西部会（関西学院大学）で統一論題座長
日本会計研究学会昭和55,56年度スタディー・グループ 植野郁太
主査「研究開発費をめぐる諸問題の研究」の委員
日本会計研究学会昭和58,59, 60年度スタディー・グループ 末尾
ー秋主査「セグメント別会計の研究」の委員
日本公認会計士協会による公認会計士制度50周年記念研究事業とし
ての「企業会計制度の再構築ー21世紀に向けて一」プロジェクト・
チームの構成員（学者側） （～現在に至る）
186 (426) 
【社会における主な活動】
1963年9月 日本商工会議所簿記検定試験大阪会場試験委員（～現在に至る）
1981年3月
1982年7月
1985年7月
1986年3月
1991年7月
1994年2月
1994年12月
【著書】
短期利益計画計算
大阪府環境衛生適正化審議会委員（大阪府知事委嘱による）となり，
標準営業約款普及に努める (-1997年6月まで）。
H本公認会計士協会学術賞審査委員 (-1985年6月まで）
通産省中小企業事業団による中小企業大学校関西校の臨時講師
大阪高等裁判所第 9民事部の某調停事件の臨時鑑定人（同年3月及
び10,11月）
運輸省新幹線鉄道施設評価審議会委員（運輸大臣委嘱による） （約2
か月）
大阪府警察本部「財務捜査官」（警察官）の採用選考における臨時の
専門考査試験官（大阪府警警務部長委嘱による） （約2か月）
日本商工会議所（東京）稲葉会頭より，長年の検定事業（簿記）へ
の貢献により感謝状を授与される。
著作目録
白桃書房 1968年9月
-C•V·P分析ー
財務諸表作成演習
利益図表の展開
一短期利益管理目的を中心として一
財務諸表作成演習（改訂版） （改訂及び
増補17頁）
IBM社のセグメント財務情報
ーその開示と財務分析一
同文舘
国元書房
同文舘
同文舘
1976年1月
1979年2月
1979年5月
1993年9月
【編著書】
現代財務会計の視点ー現状と課題一
全般的な編集・整理と第14章 セグ
メント情報開示制度の概況を執筆
【共同執筆】
植野郁太編著 要説簿記論
第7章， 8章， 9章， 10章を執筆
植野郁太編著簿記要説
第6章， 7章， 8章， 9章を執筆
杉本正太郎編著 財務諸表問題演習
第1章， 2章， 7章， 11章， 12章，
16章を執筆
【分担執筆】
山桝忠恕編著 会計学講義
第10章管理会計を執筆
神戸大学会計学研究室編
近代報告会計の基礎と発展
第3編第7章損益分岐点分析の会
計管理的意義を執筆
黒澤清編著
財務諸表論ケース・スタディ
第3部第4 貸借対照表に関する個
別事例を執筆
久保田音二郎編著 原価会計
第6章利益計画と原価情報を執筆
黒澤清編著
簿記論ケース・スタディー
第2部第 3(B) 精算表の作成を執筆
(427) 187 
同文舘 1997年3月
国元書房 1963年4月
国元書房 1969年3月
中央経済社 1970年9月
青林書院新社 1970年6月
同文舘 1971年 6月
東京教育情報センター 1973年3月
有斐閣 1973年7月
東京教育情報センター 1973年1月
188 (428) 
黒澤清編著 新版財務諸表論ケース・
スタディー
第3部第 2(A) 資産の部を執筆
青木茂男・木内佳市編著
利益管理の診断
第5章 資本利益率の構成と検討を
執筆
黒澤清編著
新版簿記論ケース・スタディー
第 2部第 3(B) 精算表の作成を執筆
久保田音二郎編著 管理会計
第6章 予算管理を執筆
コスト・マネジメント講座
第VI講座 直接原価計算
第2意 直接原価計算と期間損益計
算を執筆
染谷恭次郎編著
厳選財務諸表問題演習
第10章の中間B/S,P/Lの記載方
法を執筆
会計人コース別冊第8号
決算整理のすべて
決算整理事項としての引当金を執筆
会計人コース別冊第10号
賃借対照表の作り方・見方
負債の部ー内容と表示を執筆
新井清光編著 財務諸表論
第7章連結財務諸表を執箪
東京教育情報センター 1975年4月
同文舘 1975年7月
東京教育情報センター 1975年10月
有斐閣 1976年3月
H刊工業新聞社 1977年6月
中央経済社 1978年5月
中央経済社 1978年10月
中央経済社 1978年12月
有斐閣 1979年12月
植野郁太編著研究開発費会計
第10章試験研究費・開発費の会計
処理変更の事例研究を執筆
津曲直射•宮本匡章編著
原価計算の基礎知識
第9章直接原価計算を執筆
久保田音二郎編著 管理会計（新版）
第6章予算管理（新稿）を執筆
【論文・研究ノート等】
関西大学出版部
中央経済社
有斐閣
(429) 189 
1982年3月
1982年4月
1991年3月
限界原価計算の出発点ーローレンス• 関西大学経済論集 第5巻第7号 1955年11月
ハンフレース共著限界原価計算論の研
究(1)
限界原価計算の発展過程ーローレン 関西大学商学論集 第1巻第2号 1956年8月
ス・ハンフレース共著限界原価計算論
の研究(2)
直接原価計算と価格政策（1) 関西大学商学論集 第2巻第1号 1957年5月
直接原価計算と価格政策(2) 関西大学商学論集 第2巻第2号 1957年6月
多品種製品企業における原価と売価 税経通信第13巻第11号 1958年10月
在庫量変動と利益計画一損益分岐点分会計第76巻第2号 1959年8月
析を中心として一
利益計画と損益分岐点分析一生産量と 関西大学経済・政治研究所
販売量の相違する場合一 「研究双書」第2冊 1959年10月
間接費計算の現代的課題ーダイレク 企業会計第12巻第2号 1960年2月
ト・コスティングの立場から一
ステットラー氏の短文報告書における 監査第2巻第6号
範囲区分
内部監査と予算統制ーM.E．ディーピ監査第3巻第2号
スの所説について一
1962年6月
1963年2月
190 (430) 
直接原価計算方式による総合原価計算企業会計 第17巻第 5号
並ぴに固定費調整
1965年4月
Break-Even Analysis and Fixed 関西大学商学論集第11巻第 2号 1966年6月
Overhead Costing (1) 
Break-Even Analysis and Fixed 関西大学商学論集 第11巻第 3号 1966年8月
Overhead Costing (2) 
タットル教授の損益分岐点分析論につ 関西大学商学論集 第11巻第 4号 1966年11月
いて
損益分岐点分析に関する一考察一標準会計 第91巻第3号
原価を用いた予算編成のための損益分
岐点分析一
1967年3月
原価計算方式と L・Pの関係(1)-C• 関西大学商学論集 第12巻第 1号 1967年4月
V・P分析への一考察一
原価計算方式と L・Pの関係(2)-C• 関西大学商学論集 第12巻第 2号 1967年6月
V・P分析への一考察一
公認会計士監査体制の諸問題 企業法研究第144輯5月号 1967年5月
製品組合せに対する貢献利益分析の適 関西大学商学論集 第12巻第3号 1967年1月
用
利益図表の種類ー特に貢献利益図表に企業会計 第20巻第2号 1968年2月
ついて一
短期利益計画計算としてのC・V・P 関西大学商学論集
分析 第12巻第 4• 5 ・ 6号 1968年2月
価格決定と C・V・P分析 実務会計第 4巻第12号
損益分岐点曲線図表の展開ー利益図表会計 第95巻第 6号
拡大の一方向一
1968年12月
1969年6月
資本利益率分析を併用した利益図表（1) 関西大学商学論集 第14巻第 3号 1969年8月
-C•V·P· I分析へのアプローチー
資本利益率分析を併用した利益図表(2) 関西大学商学論集 第14巻第4号 1969年10月
-C・V・P・ I分析へのアプローチー
(431) 191 
損益分岐点分析の発展過程ーアメリカ 関西大学商学論集 第15巻第 1号 1970年4月
を中心として一
設備投資計画評価のための会計分析手 関西大学商学論集 第15巻第2号 1970年6月
法
資金フロー計画のための損益分岐点分産業経理第31巻第2号 1971年2月
析ーモーア教授の所説を中心として一
利益図表の課題 関西大学商学論集第16巻第2• 3号 1971年8月
製品ラインの意思決定のための会計ー産業経理 第33巻第2号
ゴールド氏による損益分岐点分析の利
用拡大方向一
1973年2月
実価法適用の諸問題 関西大学商学論集第19巻第1号 1974年1月
連結財務諸表制度化の問題 企業会計第26巻第2号 1974年2月
ウィリアムズの初期の損益分岐点分析 関西学院大学会計学研究室編『現代
論 会計の基本問題』中央経済社刊 1978年6月
わが国連結財務諸表制度の諸問題 関西大学会計学研究室編
『現代財務会計の動向』国元書房刊 1979年3月
多国籍企業における外貨換算会計 関西大学経済・政治研究所
「研究双書」第41冊 1980年3月
シエアー教授の損益分岐点分析論 関西大学商学論集 第25巻第 1号 1980年4月
管理会計の機能ー利益管理機能を中心会計 第120巻第6号 1981年12月
として一
1920年代における損益分岐点図表論 木内佳市先生還歴記念論文集『会計
および会計管理の研究』同文舘刊 1982年4月
C • E • Knoeppelの経歴と著作につい 関西大学商学論集第29巻第 1号 1984年4月
て
IBM社におけるセグメント情報の開 関西大学商学論集
示 (1975年から1981年まで） 第33巻第4• 5号 1988年12月
IBM社におけるセグメント別財務報関西大学商学論集第33巻第6号 1989年2月
告 (1982年から1987年まで）
192 (432) 
IBM社の事業区分（セグメント）別報関西大学商学論集 第34巻第4号 1989年10月
告 (1977年から1981年まで）に関する
財務分析(I)
IBM社の事業区分（セグメント）別報関西大学商学論集 第34巻第5号 1989年12月
告 (1977年から1981年まで）に関する
財務分析(2)
アメリカ，カナダにおけるセグメント JICPAジャーナル 第3巻第3号 1990年3月
情報の開示状況
資本利益率分析によるセグメント業績 関西大学商学論集 第35巻第 4号 1990年10月
の評価ーIBM社の事業区分（セグメン
ト）別報告 (1977年から1981年まで）
の分析一
二つの資本利益率図表論について 産業経理第50巻第 3号 1990年10月
IBM社の事業区分（セグメント）別報関西大学商学論集 第35巻第6号 1991年2月
告 (1982年から1987年まで）に関する
収益性分析
資本利益率分析による IBM社の地域 関西大学商学論集 第36巻第 1号 1991年4月
別セグメント報告 (1977年から1989年
まで）の分析(I)
資本利益率分析による IBM社の地域関西大学商学論集 第36巻第2号 1991年6月
別セグメント報告 (1977年から1989年
まで）の分析(2)
米国証券取引委員会によるセグメント 関西大学商学論集 第36巻第 4号 1991年10月
情報の開示要求
IBM社における「米国」地域セグメン 関西大学商学論集 第38巻第6号 1994年2月
卜財務情報について
IBM社の「アジア／大平洋」地域セグ関西大学商学論集 第39巻第4号 1994年10月
メント財務業績と日本IBM株式会社
の財務業績(I)
(433) 193 
IBM社の「アジア／大乎洋」地域セグ関西大学商学論集 第39巻第5号 1994年12月
メント財務業績と日本IBM株式会社
の財務業績(2)
セグメント情報の分析
親会社利益と連結利益の比較分析
【辞典・ハンドプックヘの項目執筆】
太田哲三・黒澤清・山下勝治・番場嘉
一郎編著原価計算辞典
ソウシャル・コスト，その他6項目
を執筆
神戸大学会計学研究室編
管理会計ハンドプック
C・V・P関係と損益分岐点（計9
頁）を執筆
神戸大学会計学研究室編
原価計算ハンドプック
第3章の第 2節利益管理機能を執筆
山桝忠恕・桧田信男編著監査小辞典
営業費監査，その他38項目を執筆
黒澤清編著会計学辞典
税効果会計，その他16項目を執筆
神戸大学会計学研究室編
新版会計学辞典
工場元帳，その他18項目を執筆
神戸大学会計学研究室編
第三版会計学辞典
棚札，その他新項目 3つの追加及び
18稿19項目の計22項目を執筆
企業会計第47巻第11号
会計第149巻第 1号
中央経済社
中央経済社
税務経理協会
中央経済社
東洋経済新報社
同文舘
同文舘
1995年11月
1996年1月
1968年6月
1969年4月
1977年5月
1980年6月
1982年9月
1966年4月
1976年10月
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神戸大学会計学研究室編 同文舘 1984年4月
第四版会計学辞典
検収伝票，その他新項目 4つの追加
及び1日稿19項目の計23項目を執筆
神戸大学会計学研究室編 同文舘 1997年6月
第五版会計学辞典
材料内部副費の新項目及び旧稿21項
目の計22項目を執筆
太田哲三•佐藤孝ー・番場嘉一郎編著 中央経済社 1971年1月
会計学大辞典
経費仕訳帳．その他15項目を執筆
番場嘉一郎編著 会計学大辞典第3版 中央経済社 1982年10月
仕様書，その他11項目を執筆
森田哲禰•岡本清・中村忠編著 中央経済社 1996年9月
会計学大辞典大4版
経理規程，その他11項目を執筆
森田哲禰•宮本匡章編著 会計学辞典 中央経済社 1983年10月
C・V・Pリレーションシップ，そ
の他46項目を執筆
森田哲禰・宮本匡章編著 中央経済社 1990年4月
会計学辞典第2版
連結財務諸表分析．その他新項目 3
つ及び旧稿46項目を執筆
森田哲禰•宮本匡章編著 中央経済社 1996年10月
会計学辞典増補第3版
損益分岐点分析，その他49項目を執
筆
【書評その他】
(435) 195 
染谷恭次郎著『財務諸表三本化の理論』 会計第125巻第4号 1984年4月
（国元書房 1983年）の（書評）
宮本寛爾著『多国籍企業管理会計』 会計第136巻第3号 1989年9月
（中央経済社 1989年）の（書評）
池田雅治著『ロジスティクス戦略とコ 近畿C・P・Aニュース
ストダウン一物流コスト徹底削減の具 1997年7月10B号 1997年7月
体例ー』（清文社 1997年）の（新刊紹
介）
直接原価計算の参考文献目録（計11頁） 久保田音二郎著 直接原価計算論
の付録 1958年3月
アメリカ連結財務諸表の特徴（日本会企業会計 第25巻第12号 1973年12月
計研究学会関西部会での報告要旨）
連結財務諸表原則における持分法 (H 企業会計 第28巻第 1号 1976年1月
本会計研究学会関西部会での報告要
旨）
C&L デトロイト事務所調査訪問記 「欧米連結会計実務調査団報告」 1976年10月
（計4頁）
連結財務諸表と外貨換算会計（産業セ 関西大学経済・政治研究所
ミナー報告速記録（計22頁）） 産業セミナー速記録 1981年10月
監査法人中央会計事務所編『証取法連結決算の実務』（財団法人大
蔵財務協会 1977年）の編集・整理・校正のレピュー
中央監査法人訳『モントゴメリーの監査論』（中央経済社 1995年）
の翻訳草案のレピュー，特に第15章～第20章を分担レピュー
随筆，その他各種会報等への寄稿記事は省略
【計算問題演習】
企業会計原則修正案による賃借対照表
の作成
商法計算書類規則による賃借対照表の
作成
税務弘報第18巻第 5号
税務弘報第18巻第10号
1977年 7 月• 8月
1995年3月～ 8月
1970年5月
1970年9月
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企業会計原則修正案による損益計算書 税務弘報第18巻第12号 1970年11月
の作成
財務諸表規則による損益及び剰余金計 税務弘報第19巻第2号 1971年2月
算書の作成
企業会計原則修正案による貸借対照表 税務弘報第19巻第7号 1971年6月
の作成
企業会計原則修正案による損益計算書 税務弘報第19巻第9号 1971年8月
の作成
商法計算書類規則による損益計算書の 税務弘報第19巻第13号 1971年1月
作成
企業会計原則修正案による損益計算書 税務弘報第20巻第3号 1972年3月
及び製造原価報告書の作成
公認会計士第2次試験誌上模擬試験問題 会計人コース 第9巻第8号 1974年6月
「簿記」
公認会計士第2次試験誌上模擬試験問題 会計人コース 第1巻第8号 1976年6月
「財務諸表論」
「簿記の学び方・考え方」のうち「工業 会計人コース 別冊第1-flit 1976年1月
簿記のしくみ」
「徹底学習簿記・仕訳のすべて」のうち 会計人コース 別冊第4冊 1977年12月
「工場会計の場合」
財務諸表作成演習問題「貸借対照表の 会計人コース 第13巻第13号 1978年10月
作成」
